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 平成29年1月1日以降、65歳以上の労働者についても、「高年齢被保険者」として雇用保
険の対象となります。 
 ○平成29年1月1日以降に新たに65歳以上の労働者を雇用した場合 
   雇用保険の適用要件(※２)に該当する場合は、事業所管轄のハローワークに「雇用保険被保険 
  者資格取得届」（以下「資格取得届」という）を雇用した日の属する月の翌月10日までに提出 
  (※３)してください。 
   雇入れ後に所定労働時間の変更等の労働条件の変更があり適用要件に該当することとなった場 
  合は、労働条件の変更となった日の属する月の翌10日までに管轄のハローワークに届出をしてく 
  ださい。 

 
 ○平成28年12月末までに65歳以上の労働者を雇用し平成29年1月1日以降も継続して雇  
 用している場合 
   雇用保険の適用要件(※２)に該当する場合は、平成29年1月1日より高年齢被保険者となりま   
  すので、平成29年3月31日までに管轄のハローワークに届出してください。 
   平成29年1月1日以降に所定労働時間の変更等の労働条件の変更があり、適用要件に該当する  
  こととなった場合は、労働条件の変更となった日の属する月の翌月10日までに管轄のハローワー 
  クに届出をしてください。 

 
 ○平成28年12月末時点で高年齢継続被保険者(※１)である労働者を平成29年1月1日以降   
 も継続して雇用している場合 
   ハローワークへの届出は不要です（自動的に高年齢被保険者に被保険者区分が変更されます）。 

(※１)65歳に達した日の前日から引き続いて65歳に達した日以降の日において雇用されている被保険者。 
(※２)１週間の所定労働時間が20時間以上であり、31日以上の雇用見込があること。 
(※３)被保険者となった日の属する月の翌月10日までに提出してください。 
(※４)提出期限の特例があります。平成29年３月３１日までに提出してください。 

 平成28年12月末までに雇用した65歳以上の労働者
について、適用要件に該当するかどうかはいつの時点で
判断しますか。また、労働者が雇用保険の適用を希望し
ない場合はどうすればよいか。 

→ 適用要件に該当するかは、平成29年1月1日時点で
判断してください。要件に該当すれば雇用保険の被保険
者の取得日は平成29年1月1日となります。なお、事業
主や労働者の希望の有無にかかわらず、要件に該当すれ
ば必ず適用となります。 

 65歳以上の方も雇用保険料を徴収
する必要があるか。 
 
→ 保険料の徴収は、平成31年度ま
では免除となります。保険料率は、
毎年変更になる可能性がありますの
で、詳しくは厚生労働省ホームペー
ジをご確認ください。 

問い合わせ先  ハローワーク伊丹 雇用保険適用課  ＴＥＬ：０７２－７７２－８６１３ 
   



平成29年1月1日から育児・介護休業法、 
  男女雇用機会均等法が変わりました 
＜育児・介護休業法の改正ポイント＞ 
①介護休業の分割取得 

対象家族１人につき、原則１回 対象家族１人につき、３回 

１日単位 半日単位 

改正前 改正後 

改正前 改正後 

※一部の対象家族に同居・扶養要件あり ※対象家族の同居・扶養要件はすべて撤廃 
※要介護状態の判断基準緩和 

介護休業と通算して93日 介護休業とは別に、利用開始から
３年の間で２回以上の利用が可能 

②子の看護休暇・介護休暇の取得単位の柔軟化 

③介護のための所定労働時間の短縮措置等 

改正後 改正前 

なし 

④介護のための所定外労働の免除の新設 
 対象家族１人につき、介護終
了まで利用できる所定外労働の
制限（残業の免除）を新設 

改正後 改正前 

⑤有期契約労働者の育児休業・介護休業の取得要件の緩和 

以下の３要件とも満たす場合 
①１年以上勤続 
②子が１歳になった後も雇用継
続の見込がある 
③子が２歳になるまでの間に雇
用契約が更新されないことが明
らかでない 

改正前 以下の２要件に緩和 
 ①１年以上勤続 
②子が１歳６か月になるまでの
間に雇用契約が更新されないこ
とが明らかでない 

改正後 

※介護休業の場合は、取得予定日の93日  
 経過日から6か月を経過するまで 

⑥育児休業等の対象となる子の範囲拡大 

法律上の親子関係にある 
実子・養子 

改正前 
 特別養子縁組の監護期間中の
子、養子縁組里親に委託されて
いる子等も新たに対象 

改正後 

＜育児・介護休業法、男女雇用機会均等法の改正ポイント＞ 
いわゆるマタハラ・パワハラなどの防止措置の新設 

 事業主による妊娠・出産・育
児休業・介護休業等を理由とす
る不利益取扱いは禁止 

 左記に加え、上司・同僚等か
らの嫌がらせ等を防止する措置
を講じることを事業主へ新たに
義務付け 

改正前 改正後 

問い合わせ先 
兵庫労働局雇用環境・均等部 指導課  ＴＥＬ：０７８－３６７－０８２０ 



 若手社員の確保は、中小企業にとって重要な課題です。一方で、大学等卒業後に奨学金
の返済が負担になっている若者も多くなっています。 
 そこで、兵庫県では、若手社員の奨学金を返済する中小企業への補助制度を創設しまし
た。この機会に、若手社員のための奨学金返済支援制度を設け、若手人材の確保や定着に
ご活用ください。（従業員の奨学金返済負担軽減制度を設けている中小企業に対して、その負担
額の一部を補助します。） 

補助対象 ①本社が県内にある中小企業 
②以下の対象従業員に対する奨学金返済負担軽減制度を有していること 

対象従業員 対象企業に勤務し、以下の①～⑤の要件を全て満たす者 
 ①正社員である者 
 ②日本学生支援機構の奨学金を受給し、返済義務のある者 
 ③申請時点で、当該企業就職後３年以内の者 
 ④申請時点で、県内の事業所に勤務する者 
 ⑤３０歳未満の者（申請年度末時点で２９歳以下の者） 

補助期間 対象従業員１人につき、最大３カ年（就職３年目であれば、最長１カ年） 

補助金額 ①対象従業員１人あたりの年間返済額を補助対象額とし、その３分の１を
補助 
②補助上限６万円（ただし、企業が対象従業員に支給した額の２分の１の
額が６万円を下回る場合は、その額） 
③平成28年度の補助対象額は、平成28年10月1日から平成29年3月31
日の間に対象従業員が返済した額への支援として、企業が12月1日以降に
支給した額とする。 

申請方法 

補助額に
ついて 

 従業員に対する支援額や支払い方法（月払い、ボーナス一括払い等）は、
企業において自由に設定してください。 
 なお、支援制度は就業規則や賃金規定などの社内規定で定めていただく必
要があります。具体的な方法、内容等については、お問い合わせください。 

 兵庫県ホームページまたは(一財)兵庫県雇用開発協会ホームページから、
申請書類をダウンロードし、添付資料を添えて、(一財)兵庫県雇用開発協会
まで持参、郵送（特定記録郵便の限る。）にてご提出ください。 
詳しくは、兵庫県ホームページ 
（http://web.pref.hyogo.lg.jp/sr04/shogakukin.html）、（一財）兵庫
県雇用開発協会ホームページ（http://hyogo-koyokaihatsu.or.jp/）をご
確認ください。 

補助申請先・問い合わせ先 
(一財)兵庫県雇用開発協会 
〒650-0025 神戸市中央区相生町１－２－１ 東成ビル３階 
ＴＥＬ：０７８－３６２－６５８３   ＦＡＸ：０７８－３６２－６６１３ 



 業務改善助成金とは、中小企業・小規模事業者の生産性向上を支援し、事業場内で最も低い賃金（事
業場内最低賃金）の引き上げを図るための制度です。 
 生産性向上のための設備投資やサービスの利用などを行い、事業場内最低賃金を一定額以上引き上げ
た場合、その設備投資などにかかった費用の一部を助成します。 

支給対象者  事業場内最低賃金800円未満から、1,000円未満の全国47都道府県に事業場を設
置している中小企業・小規模事業者に拡充されました。 

支給の要件 ➊事業実施計画を策定すること 
(１)賃金引上計画 
 事業場内最低賃金が適用される労働者（雇入れ後６か月を経過していること）の   
 賃金を一定額以上引き上げる計画。（就業規則等に規定） 
(２)業務改善計画 
 生産性向上のための設備投資などの計画。 
➋(１)申請後に引上げ後の賃金額を支払うこと 
 引上げ後の賃金額が、事業場内最低賃金になることが必要です。 
(２)生産性向上に資する機器・設備などを導入することにより業務改善を行い、その  
 費用を支払うこと。ただし、 
  ア 単なる経費削減のための経費 
  イ 職場環境を改善するための経費 
  ウ 社会通念上当然に必要となる経費 は除きます。 
➌解雇、賃金引下げ等の不交付事由がないこと など 
※その他申請に当たって必要な要件があります。 

助成額の 
一覧 

支給までの流れ 

助成金交付申請
書を兵庫労働局

に提出！ 

設備・機器の導
入などで生産性

を向上！ 

事業場内の最低
賃金を引上げ！ 

助成金を支給！ 

 

問い合わせ先 兵庫労働局 雇用環境・均等部 企画課 ＴＥＬ：０７８－３６７－０７００ 


